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指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所運営規程

（事業の目的）

第１条 鈴木ヘルスケアサービス株式会社が開設するグループホーム鈴の家（以下「施設」

という。）の適切な運営を確保するために人員及び管理運営に関する事項を定め、

施設の従事者が要支援状態にあって認知症の状態にあるものに対し、適正な指定介

護予防認知症対応型共同生活介護を提供することを目的とする。

（運営の方針）

第２条 施設の従事者は、要支援者であって認知症の状態にあるもの（当該認知症に伴っ

て著しい精神症状を呈する者および当該認知症に伴って著しい行動異常がある者並

びにその者の認知症の原因となる疾患が急性の状態にある者を除く。以下同じ。）

に対し、共同生活住居（法第八条の二第十五項に規定する共同生活を営むべき住居

をいう。以下同 じ。）において、家庭的な環境の下で、入浴、排泄、食事等の介

護その他の日常生活上の世話および機能訓練を行うことにより、利用者がその有す

る能力に応じ自立した日常生活を営むことが出来るようにするものである。

２ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護は、入所者の認知症の症状の進行を緩和し、

安心して日常生活を送ることが出来るよう配慮して行われることとする。

３ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護は、入所者がそれぞれの役割を持って家庭的

な環境の下で日常生活を送ることが出来るよう配慮して行われるものとする。

４ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護は、入所者またはその家族に対し、サービス

の提供方法等について、理解しやすいように説明を行うこと。

５ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護は、利用者の生命または身体を保護するため

緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為を行って

はならない。

６ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護は、自らその提供する指定介護予防認知症対

応型共同生活介護の質の評価を行い、常にその改善を図らなければならない。

７ 施設の運営に当たっては、地域住民、市町村の介護福祉担当部署、かかりつけ医、居

宅介護支援事業者との連携及び協力を行うように努めなければならない。

（施設の名称等）

第３条 施設の名称及び所在地は、次のとおりとする。

一 名 称 グループホーム鈴の家

二 所在地 滋賀県彦根市田原町８７－２

（従事者の職種、員数及び職務内容）

第４条 施設に勤務する従事者の員数及び職務内容は、次のとおりとする。

一 管理者 １名

本事業所の従業者の管理及び業務の管理を一元的に行うとともに、従業者にこの

規程を遵守させるために必要な指揮命令を行う。

二 計画作成担当者 １名

入所者個々の状態に合わせて、介護予防認知症対応型共同生活計画を作成すると
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共に入所者及び家族の介護上の相談に応じて、適切な対応を行うものとする。

三 介護職員 ５名以上

介護従事者は、各利用者に応じた指定介護予防認知症対応型共同生活介護を提供す

る。なお、夜間および深夜の時間帯（２１時から翌朝７時まで）は、常時１人配置

し、夜勤体制とする。

四 その他補助職員

入居者の状況に配置し、本所の業務を補助する。

（入所者の定員）

第５条 事業所における利用定員は、９人とする。

（入所者に対する指定介護予防認知症対応型共同生活介護サービス内容）

第６条 指定介護予防認知症対応型共同生活介護サービスの内容は、次のとおりとする。

一 身体介護

二 機能訓練

三 生活介護

（利用料その他の費用の額）

第７条 指定介護予防認知症対応型共同生活介護サービスを提供した場合の利用料の額

は、厚生労働大臣が定める基準によるものとし、当該指定介護予防認知症対応型共同生

活介護サービスが法 定代理受領サービスであるときは、その１割、２割または３割の

額とする。

２ 前項の利用料等のほか、次に掲げる費用の額の支払を受けることができる。

３ 食材料費 １日あたり １，６００円

４ 家賃 １月あたり ５８，０００円 （１１㎡）

６３，０００円 （１２㎡）

５ 水道光熱費 １月あたり １８，０００円

（夏季・冬季 ２，８００円追加）

６ 教養娯楽費 １月あたり ５，０００円

７ 管理共益費 １月あたり ４，４００円

８ 複写物交付代（カラー） １枚あたり ５０円

９ 複写物交付代（白黒） １枚あたり １０円

１０ 複写物交付代（デジタルデータ ＦＤ・ＣＤ・ＤＶＤ） ５０円

１１ 領収書再発行 ５５０円

１２ 入居一時金（入居時のみ） １７４，０００円 （１１㎡）

１８９，０００円 （１２㎡）

１３ その他 指定介護予防認知症対応型共同生活介護において提供される日常生活にお

いても通常必要となるものに係る費用であって、その利用者に負担させることが適当で

あると認められるものを実費で請求する。

１４ 前項の費用の支払を受ける場合には、利用者又はその家族に対して事前に文書で説

明をした上で、支払に同意する旨の文書に署名（記名押印）を受けることとする。

（施設の利用に当たっての留意事項）

第８条 入所者が指定介護予防認知症対応型共同生活介護サービスの提洪を受ける際に留

意すべき事項は、次のとおりとする。

一 入所者は施設の規律を守り、喧嘩、口論または暴行等、他人の迷惑となる行為をし

てはならない。

二 入所者は施設の設備及び備品を利用するに当たっては、職員の指示や定められた取

扱要領に従い、当該設備等を破損することのないよう、また安全性の確保に留意する

ものとする。
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三 入所者は火気の取扱いに注意しなければならない。

四 入所者は施設の安全衛生を害する行為をしてはならない。

（苦情処理）

第１０条 管理者は、提供した指定介護予防認知症対応型共同生活介護に関する利用者か

らの苦情に対して、迅速かつ適切に対応するため、担当職員を置き解決に向けて調

査を実施し、改善の措置を講じ、利用者及び家族に説明するものとする。

（事故発生時の対応）

第１１条 利用者に対するサービスの提供により事故が発生した場合の対応方法について

は、次のとおりとする。

一 速やか利用者に必要な措置を行うとともに、保険者、利用者の家族等に連絡を行う。

二 発生した事故が事業所の責めに帰すべき理由による場合には、速やかに損害賠償を

行う。

三 速やかに損害賠償を行うため、損害賠償保険に加入する。

四 発生した事故の原因を解明し、再発を防ぐための対策を講じる。

（非常災害対策）

第１２条 非常災害対策に備えて、消防計画、風水害、地震等に対処する計画を作成し、

防火管理者または、火気・消防等についての責任者を定め、年２回定期的に避難、

救出その他の必要な訓練を行う。

（虐待防止に関する措置）

第１３条 事業所は、利用者の人権の擁護、虐待の発生またはその再発を防止するため、

次の各号に掲げる措置を講じるものとする。

一 虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その結果に

ついて、従業者に周知徹底を図る。

二 虐待防止のための指針を整備する。

三 従業者に対し、虐待防止のための研修を定期的に実施する。

四 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置く。

（その他施設の運営に関する重要事項）

第１４条 本事業所の社会的使命を充分認識し、職員の質的向上を図るため、研修等の機

会を設けるとともに業務体制を整備する。

２ 従業者は業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持する。

３ 従業者であった者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させる為、無

従業者でなくなった後においてもこれらの秘密を保持するべき旨を従業者との雇用契約

の内容とする。

４ 非常災害の発生の際にその事業が継続できるよう、他の社会福祉施設との連携および

協力を行う体制を構築するように努めます。

５ この規程に定める事項の他、運営に関する重要事項は本事業所が別に定める。

附 則

この規定は、平成１９年１１月２６日から施行する。

この規定は、平成２０年 ３月２６日から施行する。

この規程は、平成２３年 ６月 １日から施行する。

この規程は、平成２４年 ４月 １日から施行する。

この規程は、平成２７年 １月 １日から施行する。

この規程は、平成２７年 ８月 １日から施行する。

この規程は、令和 元年１０月 １日から施行する。
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この規程は、令和 ２年１０月１５日から施行する。

この規程は、令和 ７年 ４月 １日から施行する。

この規程は、令和 ７年１１月 １日から施行する。


